
これまでの取組状況 当面（今年度中）の取組 予算措置状況 中・長期的（3年程度）取組
期待される効果・
達成すべき目標

平成27年度で事業終了 －

各府省の復興施策の取組状況の取りまとめ-公共インフラ以外の復興施策-

復興施策 担当
省庁

（３）地域経済活動の再生

　①企業、産業・技術等

平成27年度で事業終了 平成27年度で事業終了

（ⅳ関連）
医療情報連携基
盤（EHR）の構築の
推進について
(2)①（ⅲ）の再掲

総務省

○情報通信技術を活用した医療・健康情報の電子
化・ネットワーク化を進める観点から、医療機関等
が保有する医療・健康情報を安全かつ円滑に流通
させるための医療情報連携基盤（ＥＨＲ）の構築に
向けた実証を実施。平成24年度は被災地を含む5
地域にて実証を行い、被災地におけるＥＨＲの構築
を促進するため、事業成果の取りまとめを実施。
※ＥＨＲ（Electronic Health Record）：医療・健康情
報（診療情報・健診情報等）を電子的に管理・活用
できる仕組み。
○併せて、被災地域の医療圏において、医療機関
等の保有する患者・住民の医療健康情報を、クラウ
ド技術を活用して、安全かつ円滑に記録・蓄積・閲
覧するためのＥＨＲの構築に対し、財政的支援を実
施（東北地域医療情報連携基盤構築事業）。平成
27年度、集中復興期間までに、岩手県、宮城県及
び福島県において７件の整備事業が完了。宮城県
及び福島県では県内全域、岩手県においては沿岸
域を中心とした地域において医療介護分野で使用
される情報を保管、共有できるための環境を実現。



外務省

○ 在外公館等を通じた情報の集約・ベストプラクティスの共有（在外公館等に
よるエネルギー・鉱物資源関連情報の収集・分析、資源問題に関する在外公
館と本省の戦略会議の開催を通じた、在外公館との情報・経験の共有等）
○ 総合的な外交力を活用した資源保有国との多層的な協力関係の構築（投
資環境の整備、ＯＤＡとの連携、要人往来等による協力関係強化等）
○ エネルギー・鉱物資源専門官の指名による在外公館における体制強化（全
５３か国６０公館）
○ 国際的枠組み等を活用した外交的取組の推進（Ｇ７／Ｇ８、Ｇ２０、ＯＥＣＤ、
ＩＥＡ、ＩＥＦ、ＥＣＴ（エネルギー憲章条約）、ＥＩＴＩ（採取産業透明性イニシアティ
ブ）、資源保有国の輸出制限の解決のためのＷＴＯ紛争解決制度の活用等）
○ 平成２９年６月、在京外交団を対象とした「常磐共同火力株式会社勿来（な
こそ）発電所」等の視察（福島いわき市スタディーツアー）を開催（１４か国が参
加）。
○ 平成２９年７月，我が国を含む国際的なエネルギー安全保障の強化，関係
国際機関・枠組等との連携深化，エネルギー安全保障の課題に係る内外の
理解促進，我が国の進める関連施策を通じた国際エネルギー問題に係る積
極的な関与についての対外発信の強化などを図るべく，国際セミナ－「アジア
におけるエネルギー安全保障及び投資」を開催。
○ 平成３０年２月に、我が国のエネルギー・鉱物資源の安定的供給に関係す
る主要１７か国を管轄する各在外公館の職員を外務本省に集め、エネル
ギー・鉱物資源の安定供給確保に焦点を当てた「エネルギー・鉱物資源に関
する在外公館戦略会議」を開催し、「エネルギー・鉱物資源に関する在外公館
戦略会議報告書」を策定。

○　上記の安定供給確保に資する
取組を継続強化していく。

「－」（復興を主目的と
する特別の予算措置
はないが、既存予算の
中で実施予定。）

○　上記の安定供給確保に資する取
組を継続強化していく。

○上記取組の継続強化は、エネル
ギー・資源の探査、開発、権益の確
保に向けた民間企業等の取組を促
進し、結果としてエネルギー・鉱物資
源の安定供給確保のためのエネル
ギー供給源の多角化を達成すること
が期待される。
（参考指標）
・ 要人往来の際の、資源・エネル
ギーに関する積極的な申し入れ
・ エネルギー・鉱物資源専門官の配
置公館数
・ 関係省庁及び有識者との関係強
化のための資源・エネルギー関連会
議、セミナーの開催数

文部科学
省

日本の近海にはレアアース泥等の海洋資源が存在
しており、資源量評価や詳細な分布を把握するため
の技術開発として、海洋資源調査研究の戦略的推
進を実施。具体的には、我が国の領海・排他的経
済水域・大陸棚等における新たな海洋資源の科学
的成因分析を行うとともに、複数センサーを組み合
わせた広域探査システムや新たな調査手法の開発
及びその実用化に向けた実証を行った。

海洋資源調査研究の戦略
的推進を継続。

・海洋資源調査
研究の戦略的推
進
＜平成30年度予
算：404百万円＞

新たな海洋基本計画や海洋
エネルギー・鉱物資源開発
計画、海洋資源探査技術実
証計画等に基づき、資源の
量や分布を把握するための
新たな技術開発と海洋資源
の成因等に基づく戦略的探
査手法の研究開発を引き続
き実施する予定。

総合的な海洋資源探査シス
テムの確立とこれによる効
率的・効果的調査の実現

（ⅱ関連）
レアアース等の探
査

（ⅱ関連）
産業空洞化対策として、
資源の安定供給確保な
どを引き続き実施する



文部科学
省

希少資源の代替技術について、我が国の産業競争
力に直結する①磁石材料②触媒・電池材料③構造
材料④電子材料の４つの材料領域において、希少
元素を用いない全く新しい材料の開発を目指し、
「元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞」を平
成24年度に開始。
○　文部科学省・経済産業省間のプロジェクトの緊
密な連携を確保する「ガバニングボード」を両省間
に設置し、基礎から実用化まで一気通貫の研究開
発を実施する体制の構築を推進。

経済産業省との連携を深化
させるとともに、産業競争力
に直結する材料領域を対象
に、代表研究者の強力な
リーダーシップの下、マテリ
アルズ・インフォマティクス
の適用や、物質の機能を支
配する元素の役割の理論
的解明から新材料の創製、
特性評価までを、拠点を中
核として形成する共同研究
組織の連携・協働によって
一体的に推進。

・元素戦略プロ
ジェクト（研究拠
点形成型）
＜平成30年度予
算1,995百万円＞

①磁石材料②触媒・電池材
料③構造材料④電子材料
の４つの材料領域におい
て、最先端の物理・化学理
論を駆使して機能設計から
部材試作までを一貫して実
施する研究開発拠点を形成
し、経済産業省とも連携の
下、希少元素を用いない全く
新しい材料の開発に向けた
研究を推進。

希少元素の代替技術につい
て、優れた成果を挙げつつ
ある「元素戦略」（物質・材料
の特性・機能を決める元素
の役割を解明し利用する観
点から材料研究のパラダイ
ムを変革し、新しい材料の
創製につなげる研究）を強
化するため、卓越した洞察
力とマネジメント能力を備え
たリーダーが主導する異分
野融合研究の拠点とネット
ワークを形成し、国際競争
の激しい物質・材料研究に
おいて強力な巻き返しを図
る。各材料領域において希
少元素代替のための知見や
希少元素を代替した材料を
獲得。

文部科学
省

○　東日本大震災により大きく変化した被災地の人材
ニーズに対応し、被災地において復興の即戦力となる専
門人材や次代を担う専門人材を育成するとともに、その人
材の被災地への定着を図るため、被災地での人材ニーズ
が高い分野において、産学官の連携により、地域産業の
高度化などに資する人材育成のためのカリキュラムを開
発・実証する取組を推進。

○平成27年度までで終了

○浜通り地域等において、大学
等が行う福島の復興に資する
「知」（復興知）に関する以下の
ような教育・研究活動を支援す
る。
・イノベーション・コースト構想に
関わるテーマで学生のフィール
ドワークを行うことといった教育
プログラムの実施
・教員や院生が中心となって、
地域のニーズベースでイノベー
ション・コースト構想の実現に資
する産業振興
・専門的知見を活かし風評払拭
の取組を推進するなど、地域コ
ミュニティを再構築

大学等の「復興知」
を活用した福島イノ
ベーション・コースト
構想促進事業
＜平成30年度予算
150百万円【復興特
会】＞

○引き続き、全国の大学等が有
する福島復興に資する「知」（復
興知）を、浜通り地域等に誘導・
集積するため、組織的に教育研
究活動を行う大学等を支援。

○浜通り地域等における大学
等の教育研究活動を根付かせ
るとともに、教育研究活動に関
する総合的な情報共有等を図
る場を継続的に創出。

文部科学
省

○　設備の被害状況調査の結果に基づき、設備に
被害を受けた国立高等専門学校に対して、独立行
政法人国立高等専門学校機構運営費交付金を3.6
億円追加措置。（平成23年度第１次補正予算：0.7
億円、第３次補正予算：2.9億円）

○平成27年度までで事業終
了。

―
平成27年度までで事業終
了。

平成27年度までで事業終
了。

（ⅱ関連）
レアアース等を用
いない革新的希少
元素代替材料開
発

（ⅳ関連）
学校施設等の復
旧

（ⅱ関連）
復興を担う専門人材
育成支援

※再掲



文部科学
省

○被災地の自治体からの要望等を踏まえ、これまで大学
等は自治体や他大学等と連携・協力して復興のための取
組を実施。これらの取組を継続的・発展的に実施していく
ため、地域のコミュニティの再構築、地域産業の再生及び
医療再生等の取組を行う大学等を支援する「大学等にお
ける地域復興のためのセンター的機能整備事業」を平成
23年度より実施（平成27年度に終了）。

○当事業は、平成27年度で
終了。

-
当事業は、平成27年度で終
了。

当事業は、平成27年度で終
了。

文部科学
省

○防災科学技術研究所
東北地方太平洋沖地震により被災した、つくば本所にある地震・火山等の観
測データ等を処理する施設・設備等（防災研究データセンター棟、スーパーコ
ンピュータ棟等）について、必要な修繕を実施。
○海洋研究開発機構
地球深部探査船「ちきゅう」は八戸港停泊中に東北地方太平洋沖地震に伴う
津波により船底が岸壁に衝突したため、船底に破口部及びへこみが生じ、一
部の区域が浸水するとともに、６機中１機のアジマススラスタが脱落。このた
め船底の破口部及び周辺のへこみの修復を行い、船底部の原状回復を実
施。さらに、アジマススラスタ結合部と旋回制御部及びアジマススラスタ本体
を製作・搭載。
○宇宙航空研究開発機構
東日本大震災により宇宙航空研究開発機構の筑波宇宙センター等の施設・
試験設備及び開発中の衛星等が一部被害を受け、職員の安全な職務遂行及
び衛星・ロケットの開発業務に大きな影響を与えた。そのため、衛星開発計画
等の遅延を避けるため、可能な限り早期に被害を受けた施設・設備を復旧さ
せ、損傷した衛星の修繕を実施。
○日本原子力研究開発機構
　東日本大震災で被害を受けた原子力施設等のうち、放射性物質の漏えい防
止や周辺住民の安全確保等の観点から早期に修復・修理が必要な施設（研
究炉、核燃料物質等保管関係施設）の復旧を行うとともに、特定先端大型研
究施設J-PARC及び、国際共同プロジェクトであるITER計画関連の施設・設備
の復旧を行った。

○防災科学技術研究所
平成25年度で事業終了
○海洋研究開発機構
 24年度までで事業終了
○日本原子力研究開発機構
　平成26年度で事業終了。

○防災科学技術研
究所＜平成25年度
で事業終了＞
○海洋研究開発機
構
＜予算措置なし＞

○日本原子力研究
開発機構
＜平成26年度で事
業終了＞

○防災科学技術研究所
平成25年度で事業終了
○海洋研究開発機構
 平成24年度までで事業終了
○日本原子力研究開発機構
 平成26年度で事業終了。

○防災科学技術研究所
地震で被災した施設・設備に必要な修繕を行
い、自然災害等に強い施設・設備を実現する。
これにより、地震等を観測・予測する研究開発
機能及び災害時における防災関係機関等への
情報提供機能を維持・強化することで、活発な
余震活動が続く東北地方等の住民をはじめと
する国民が安心して安全な復旧・復興活動が
行える環境を確保し、今後の大きな災害におけ
る人的・経済的被害軽減に貢献。
○海洋研究開発機構
国際深海科学掘削計画（IODP）に基づく掘削計
画を推進する地球深部探査船「ちきゅう」を復
旧。
○宇宙航空研究開発機構
東日本大震災により被災した衛星やロケットの
開発に必要な試験設備等の復旧を行い、本来
の研究開発業務を遂行。被害を受けた施設・試
験設備及び開発中の衛星等の修繕を行うこと
で、本来の研究開発業務を遅滞なく実施し、震
災からの復興や日本再生に向けた国際競争力
強化に資する宇宙開発及び利用の促進、学術
研究の発展、宇宙及び航空科学技術の水準を
向上。
○日本原子力研究開発機構
特定先端大型研究施設J-PARC及び、国際共
同プロジェクトであるITER計画関連の施設・設
備を復旧し、原子力に関する研究のための基
盤を回復。

（ⅳ関連）
研究基盤の早期
回復

（iv関連）
大学等における地
域振興のためのセ
ンター的機能整備
事業



文部科学
省

○平成23年度３次補正予算より、大学や研究機関等による復興支
援のためのネットワークとして「東北マリンサイエンス拠点」を形成
し、東北沖における海洋生態系の調査研究と新たな産業の創成に
つながる技術開発を開始。海洋生態系の調査研究については、地
元の漁業者、関連団体等と協力しつつ調査を進め、調査結果が漁
業計画の策定や養殖場の設定に活用されるなど、着実に成果が
利用されている。新たな産業の創成につながる技術開発について
は、地元企業等と連携して研究開発を推進し、効率的な海藻の生
産システムを提示するなど、新産業の創出に向け、実証的な成果
を創出。このほか、東北の海洋生態系の調査を行うための船舶を
建造。
○　原型炉に向けて先進的核融合研究開発を実施する「幅広いア
プローチ（ＢＡ）活動」では、青森県六ヶ所村において、欧州が調達
したスーパーコンピュータの通年運用等を実施するとともに、茨城
県那珂市において、高性能核融合実験装置用の機器製作等を実
施。
○ （ⅰ）福島県において世界トップクラスの再生可能エネルギー研
究拠点を構築することを目指し、超高効率太陽電池に関する基礎
から実用化までの研究開発を一体的に推進する革新的エネル
ギー研究開発拠点の形成に向けた研究開発を実施。
　（ⅱ）被災地の新たな環境先進地域としての発展を目指し、大学
等研究機関と地元自治体・企業の協力による再生可能エネルギー
技術等の研究開発を実施。

○　海洋生態系の調査研究を引き
続き実施し、記載した事項を着実に
推進。なお、新たな産業の創成につ
ながる技術開発については、平成27
年度までに事業終了した。
○　東日本大震災の被災地の復興
と我が国のエネルギー問題の克服
に貢献するための(ⅰ)福島県への革
新的エネルギー技術研究開発拠点
の形成、(ⅱ)被災地の大学等研究機
関の強みを活かしたクリーンエネル
ギー技術の研究開発については、
平成28年度に事業終了した。

・東北マリンサイエンス
拠点形成事業
＜平成30年度予算：
645百万円【復興特会】
＞

・東北復興次世代エネ
ルギー研究開発プロ
ジェクト
＜平成28年度で終了
＞

○　被災地の水産業復興につながる
海洋生態系の調査研究について、継
続して実施。なお、新たな産業の創
成につながる技術開発については、
平成27年度までに事業終了した。
○　(ⅰ)福島県への革新的エネル
ギー技術研究開発拠点の形成、(ⅱ)
被災地の大学等研究機関の強みを
活かしたクリーンエネルギー技術の
研究開発については、平成28年度に
事業終了した。

○　「海洋生態系変動メカニズムの
解明」と「大学等の技術シーズをもと
にした革新的な技術開発」（平成27
年度事業終了）を通じて、東北沖の
漁場の回復と産業の復興を支援。
○　「革新的エネルギー研究開発拠
点形成」及び「東北復興のためのク
リーンエネルギー研究開発推進」（平
成28年度事業終了）を通じて、被災
地域の大学等研究機関が民間企
業、自治体等と連携し、エネルギー
分野の新技術の創出、産業集積、人
材育成等を推進することにより、被災
地域の創造的復興に貢献。

文部科学
省

　本プロジェクトは平成28年度で終了。東北の大学
や製造業が強みを有するナノテクノロジー・材料分
野において、産学官協働によるナノテクノロジー研
究開発拠点を形成し、世界最先端技術を活用した
先端材料の開発および技術展開を着実に実施し
た。
　また産学官で協働し、科学技術イノベーションを支
える情報基盤の耐災害性強化、超低消費電力化、
高機能化等、被災した東北地方の復興への貢献の
ための世界最先端の新技術開発を着実に実施し
た。

平成28年度終了 - - -
（ⅳ関連）
世界的な産学連携
の構築

（ⅳ関連）
東北における新た
な研究開発拠点の
形成等



文部科学
省

○　被災地の方々の健康・ゲノム等の情報を生体
試料と関連させたバイオバンクを形成し、創薬研究
や個別化医療の基盤を形成することで、東北地区
の医療復興に併せて、次世代医療体制を構築する
ことを目的とした東北メディカル・メガバンク計画を
実現するために必要となる施設、設備等の整備の
ため、平成23年度第３次補正予算において158億円
を計上し、東北大学において、東北メディカル・メガ
バンク計画の実現に向けた拠点形成に着手。
○　宮城県及び岩手県において、健康調査への住
民の方々のリクルート活動を実施し、約15万7千人
のリクルートを完了するとともに、参加者への調査
結果の回付や、追跡調査等を実施。
○　健康調査等を実施するために必要な経費とし
て平成29年度当初予算に16億円を計上し、平成29
年度末時点で約2万4千人の参加者を対象に二次
調査を行うとともに、全ての参加者を対象に追跡調
査を実施。

○　引き続き、コホート参加
者を対象に二次調査、追跡
調査を実施。

・東北メディカル・
メガバンク計画
＜平成30年度予
算1,584百万円
【復興特会】＞

○　ＡＭＥＤのＰＤ/ＰＳ/ＰＯ
及びプログラム推進会議の
方針やワーキンググループ
における検討結果等を踏ま
えつつ、引き続き東北大学、
岩手医科大学が被災地域
の地域医療復興と次世代医
療の実現に向けた取組を実
施。

○　本事業を実施することに
より、健康調査における医
師の活動や健康調査の結
果の回付等を通じて、被災
地住民の健康不安解消に
貢献するとともに、東北発の
次世代医療を実現すること
で、被災地の創造的な復興
に貢献することとしている。

(ⅳ関連)
東北メディカル・メ
ガバンク計画



○　諸外国・地域における輸
入規制撤廃・緩和に向けた
働きかけの継続。
○　輸出戦略に沿って、関
係省庁・機関と連携しなが
ら、輸出しようとする事業者
の育成や海外見本市への
出展、国内外での商談会の
開催等、輸出に関する総合
的なサポートを実施。

○　平成31年（2019年）まで
の日本産農林水産物・食品
の輸出額1兆円目標の達成
を目指す。
（平成32年の輸出額１兆円
目標は、「未来への投資を
実現する経済対策」（平成28
年8月閣議決定）において、
平成31年に1年前倒しされ
た。）

（ⅲ関連）
農林水産物・食品
の輸出促進

農林水産
省

〇　海外での販路を拡大するため、震災後各国・地
域で設けられた輸入規制の撤廃に向けて働きかけ
るとともに、日本産農林水産物・食品のプロモーショ
ンを実施。
○　諸外国・地域に対し、政府一体となって我が国
の食品の安全確保の取組等を情報提供し、原発事
故を起因とした諸外国・地域における輸入規制の撤
廃・緩和の働きかけを実施。
○　原発事故に伴い輸入規制を設けた54か国・地
域のうち一部地域を対象に輸入停止措置を継続し
ているのは６か国・地域。
○　平成25年４月から国が一元的に放射性物質の
検査証明書等の発行を行うことにより、事業者の負
担を軽減。平成27年２月より証明書申請のインター
ネットでの受付を開始。
○　都道府県や民間検査機関等による放射性物質
の検査機器導入の支援（平成23年度実施）。
○　平成28年５月に「農林水産業の輸出力強化戦
略」が取りまとめられた。本戦略に加え、国・地域別
の農林水産物・食品の輸出拡大戦略と品目別の輸
出力強化に向けた対応方向も策定し、輸出環境上
の課題等を整理。
○　主要輸出先国において、見本市に日本ブース
を出展し、日本産食品の安全性や魅力をＰＲ。
○　日本全体で、平成29年の農林水産物・食品の
輸出額は8,071億円で4年連続で増加。

○　引き続き、諸外国・地域
に対する輸入規制撤廃・緩
和に向けた働きかけや、海
外見本市への出展を通じた
ＰＲを継続して実施し、被災
地産品を含めた日本産品の
輸出拡大を目指す。

・海外需要創出
等支援対策事業
（3,439百万円）
（平成30年）【一
般会計】



農林水産
省

○　国内種苗業者が、取引先や輸出先国から、輸
出しようとする種苗について、政府による放射性物
質の有無の証明を求められている状況に対応する
ため、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合
研究機構種苗管理センターにおいて、
① 事故発生時の３月11日以前に生産されたもので
あること、
② 放射性物質に汚染された地域以外で生産された
ものであること
の栽培履歴を証明。
○　種苗管理センターに「種苗の放射性物資濃度
測定・証明」に必要な機器等を整備。

○　種苗業者等からの依頼
に応じて種苗及びその生産
ほ場の放射性物質濃度の
測定を行い、放射能検査証
明書を発行。

―

○　引き続き、種苗業者等
からの依頼に応じて種苗及
びその生産ほ場の放射性物
質濃度の測定を行い、放射
能検査証明書を発行。

○　放射性物質濃度測定・
証明を求める国・地域への
種苗の輸出額を震災発生前
と同水準に回復。

農林水産
省

○「食べて応援しよう！」のキャッチフレーズの下、
生産者、消費者等の団体や食品産業事業者等、多
様な関係者の協力を得て被災地産食品の販売フェ
アや社内食堂での積極的な利用の取組を推進（平
成30年度1月末までに1,585件）
○　福島県産農産物等の正しい理解を促進し、ブラ
ンド力を回復するため、福島県が行う福島県産農
産物等のＰＲのための取組を支援。
・福島県産農林水産物の魅力や安全性を伝えるた
めのメディア向けセミナーの開催（平成29年度まで
に９回）
・民間団体・市町村が行う福島県産農産物等の国
内外のＰＲ事業への支援（平成29年度までに1,317
件）

○　被災地産農林水産物・
食品等について、「食べて
応援しよう！」のキャッチフ
レーズのもと、社内食堂で
の積極的な利用や販売フェ
ア等の取組を官民の連携を
図りながら引き続き推進。
○　これまでの取組をより一
層強化し、生産から流通・販
売に至るまで、風評の払拭
を総合的に支援。
具体的には、①安全で特徴
的な農林水産物の生産に
向けた取組、②農林水産物
の放射性物質検査の推進、
③流通実態調査の実施、販
路拡大・販売促進に向けた
取組を支援。

・福島県農林水
産業再生総合事
業　4,710百万円
（平成30年度予
算）【復興特会】

○　「食べて応援しよう！」の
キャッチフレーズのもと、被
災地産農林水産物・食品等
の消費を拡大する取組を推
進。
○　風評の払拭に向けた取
組の推進・支援。

○　福島県産農林水産物等
の価格を震災前と同水準に
回復

(ⅲ関連)
種苗の放射性物
質測定体制の強
化

(ⅲ関連)
被災地産農林水
産物の消費拡大



農林水産
省

○　これまでに東日本大震災復興交付金におい
て、岩手県２ヶ所、宮城県４ヶ所、福島県５ヶ所の農
林水産関係試験研究施設等整備を推進。

○　引き続き、東日本大震
災復興交付金及び東日本
大震災復興推進調整費を
活用し、地域の農林水産業
を技術面から支えるための
試験研究に必要な施設等を
整備。

・農林水産関係
試験研究機関緊
急整備事業　（東
日本大震災復興
交付金）（平成30
年度）【復興特
会】

-

○　県の農林水産関係試験
研究機関の施設等を整備
し、本来の機能を回復するこ
とにより、農林水産業が基
幹産業となっている被災市
町村の１日も早い復興を促
す。

農林水産
省

○　平成25年度補正予算にて実施。
＜事業名＞福島県浜地域農業再生研究拠点整備
事業
＜予算額＞338百万円【復興特会】
＜事業概要＞避難指示区域等において、営農再開
のための実証試験や地域農業の再生に向けて必
要な試験研究を行うため、研究拠点を整備。
○　平成26年度、平成27年度は平成25年度補正予
算を繰り越すことにより事業を実施。平成27年度で
事業終了。

※　本事業は平成27年度ま
でで終了

―
※　本事業は平成27年度ま
でで終了

○　これまでに独立行政法
人等で開発された技術を避
難指示区域等で導入するた
めの実証試験や、新たな営
農体系を構築するため試験
研究等を地域の実情に即し
て機動的かつ継続的に実施
し、関係機関とも連携して、
現地での課題解消に向けた
きめ細かな対応を行うことに
より、避難指示区域等の営
農の再開及び地域農業の
再生を加速する。

経済産業
省

○　原子力災害により甚大な被害を受けた福島県
に対して基金を造成し、県が事業主体となって実施
する企業立地補助金等の取組を支援。

＜参考＞福島県における採択実績
これまで第１～１０次募集を実施し、累計５０５件（採
択額２，０３５億円）を採択

○　福島県が行う企業立地
支援事業について、企業立
地の動向を把握しつつ、適
切に基金の管理・運用がな
されるよう指導・監督を行
う。

-

○　福島県が行う企業立地
支援事業について、企業立
地の動向を把握しつつ、適
切に基金の管理・運用がな
されるよう指導・監督を行
う。

○　補助対象地域への企業
立地を促進し、雇用を創出。

（ⅳ関連）
農林水産関係試
験研究機関緊急
整備事業

（ⅳ関連）
福島県浜地域農
業再生研究拠点
整備事業

（ⅱ関係）
福島復興再生企
業立地補助事業



経済産業
省

○宮城復興パーク（多賀城市）に国内唯一の制御
システムセキュリティ検証施設を設置し、①人材育
成プログラム、②評価・認証技術、③高セキュア化
技術、④インシデントハンドリング技術の研究開発
に取り組んだ。
○また、国際標準に基づき、自動制御機器のセ
キュリティ認証機関を確立し、平成26年4月1日より
認証活動を開始。

２７年度までで事業終了 － 平成27年度までで事業終了 平成27年度までで事業終了

経済産業
業

○平成２９年度当初予算にて実施。
福島県を中心とした企業等からの要請に応じて、工
業品等の放射線量や放射性物質の種類・量の測
定、検査及び指導・助言を実施。
・２９年度実績：測定実施件数１，７７３件、相談対応
件数３５件
・２３年度からの累計実績：測定実施件数 約１１，２
００件、相談対応件数 約７２０件

○放射線量や放射性物質
の種類・量の測定、検査及
び指導・助言を実施。

・放射線量測定
指導・助言事業
０．３億円【復興
特会】

○政府方針で、２９年度以
降も風評被害対策を着実に
実施し、一層の効果的な取
組を推進していくことが求め
られている中、放射線物質
検査等を実施することとして
おり（風評対策強化指針）、
本事業を引き続き実施。

○放射線量測定等を必要と
する製造事業者の負担軽減
が期待される。本事業によ
り、被災地から出荷される工
業製品等について、放射線
に関して出荷先、ユーザー
において安心・安全が確保
されることにより、放射線等
の問題はないとの認識が浸
透し、風評が払拭されること
を目指す。

経済産業
業

○平成２９年度当初予算にて実施。
未だ風評被害の影響が残る福島県等を対象とし
て、被災企業と大学、公的研究機関、大手企業等と
の連携の機会提供や試作品製作等への支援を通
じて、商品開発、商品の対外発進力又は技術力向
上の促進、販路開拓を図る事業を５件採択。
・２９年度実績：産学官連携成約件数２２件、産学官
連携成約総額３，３９４千円、商談成約件数１３１
件、商談成約総額７２１，０５８千円、商品開発件数
２０件

○主に工業品等の分野に
おいて、福島県等を対象と
し、産業支援機関等が、被
災地域企業に対し、大学、
公的研究機関又は大手企
業等との連携や試作品製作
を通じた販路開拓、競争力
強化を図る。特に、福島イノ
ベーション・コースト構想と
の連携により、福島県浜通
り地域等の産業創出を促進
する。

- 平成２９年度で事業終了 平成２９年度で事業終了

（ⅲ関連）
インフラ・システム
の輸出促進

（ⅲ関連）
風評被害の払拭
に向けた放射線量
測定支援

（ⅲ関連）
風評被害の払拭
に向けた販路開拓
事業支援



経済産業
省

○　指定金融機関（商工中金等）が金融検査上「資本」と
認識される長期の劣後ローンを提供する資本性劣後ロー
ンの制度運用を平成２３年１２月より開始。民間金融機関
からの金融支援と合わせて、少なくとも４５．８５億円以上
を融資済。

○　着実な制度運用に取り組
む。

ｰ
○　他の震災対応の危機対応
業務の運用も踏まえ検討。

○　225億円（民間金融機関か
らの金融支援を含む。）を融資
する。

経済産業
省

○ 東日本大震災で被害を受けた伝統的工芸品産
地において、伝統的工芸品に対する長期的な需要
を獲得するため、伝統的工芸品産業復興対策支援
補助金を通じて伝統的工芸品の普及促進、新規販
路開拓、新商品開発等を補助することで、日本ブラ
ンドの復興を支援。また、生産規模を震災前の状態
に戻すため、生産基盤の確立・強化への支援を実
施。
○ 27年度は、24事業者を採択し、生産設備復旧事
業や、需要開拓事業等を支援。

27年度までで事業終了 - 27年度までで事業終了 27年度までで事業終了

経済産業
省

○平成２５年度補正予算において、医療分野や再
生可能エネルギー等の発展を支えるＩＣＴ分野の研
究促進のため、福島県内の研究機関にデータサイ
エンスの実証研究拠点を整備する「福島県におけ
る先端ICT実証研究拠点構築事業」を実施し、平成
２７年７月に「会津大学先端ＩＣＴラボ」が設立された
（平成２７年度までで事業終了）

27年度までで事業終了 - 27年度までで事業終了 27年度までで事業終了

（ⅰ関連）
民間投資家の出資を
促す産業復興出資
事業等

（Ⅳ関連）
産学官共同による
実証研究拠点の
整備

（ⅲ関連）
伝統的工芸品
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